
○北海道警察航空隊運営規程の運用について

令和４年３月15日

道本航第4100号

/警察本部各部、所属の長/警察学校長/各方面本部長/各警察署長/あて

北海道警察航空隊運営規程（平成20年警察本部訓令第５号。以下「訓令」という ）の。

全部改正に伴い、新たに「北海道警察航空隊運営規程の運用について」を定め、令和４年

、 、 。４月１日から施行することとしたから 次の事項に配意の上 適正な運用に努められたい

なお 「北海道警察航空隊運営規程の運用について （平20.３.26道本航第572号）は、、 」

同日付けで廃止する。

記

第１ 見直しの理由

大規模災害対応における航空機の運用が増加し、広域運用の強化等による災害対処能

力の向上が求められていることなどを踏まえ、航空機の運用に係る見直しを行うもので

ある。

第２ 見直しの要点

１ 航空隊の任務に災害その他の場合における警備実施を行うことを明記した。

２ 隊長の職務に航空機の運航及び安全に関することなどを追加し、責任の明確化を図

った。

３ 航空機の要請方法を変更した。

第３ 訓令の解釈及び運用方針

項 目 解 釈 及 び 運 用 方 針

１ 航空業務の基本 ⑴ 「警察業務の効率的な遂行」とは、航空機の出動体制を確

（第３条関係） 保し、有事即応するなど、航空機の有する特性を有効に活用

することをいう。

⑵ 「関係職員」とは、航空機の運用に係る全ての警察職員を

いう。

２ 活 動 の 拠 点 等 ⑴ 航空機の統合運用

（第４条関係） 本隊航空機及び分遣航空機の統合運用により、北海道全域

の警察事象に対応する。

⑵ 分遣隊員の指揮監督

分遣隊は、本隊に属する分遣基地であり、航空業務のうち

主要なものは、本隊の指揮監督の下で行う。

３ 任務（第５条関 ⑴ 「その他の場合における警備実施」とは、治安警備実施、

係） 雑踏警備実施、警衛・警護等をいう。

⑵ 「その他の警察業務」とは、犯罪捜査、交通取締り、初動

措置、緊急配備等に関する業務をいう。

、 、 、⑶ 機長は 事件事故等が発生し 又は発生するおそれがあり

航空機を出動させる場合は、当該航空機と警察本部地域部通

信指令課、方面本部地域課通信指令室及び警察署の基地局並びに



警ら用無線自動車等の移動局との通信手段を確保し、緊密な

連携を図るものとする。

４ 隊長の職務（第 ⑴ 第１項第１号に掲げる「安全に関すること」とは、航空機

９条関係） 等の運用に関する問題点の把握や是正措置を含めたあらゆる

活動をいう。

⑵ 隊長は、職務の遂行に当たり、航空機の運航及び整備並び

に特務係の運用に関し実施基準を設けるなど、その実効性を

確保するものとする。

５ 分 遣 隊 責 任 者 分遣隊責任者は、隊長を補佐し、分遣隊隊員の指導教養、分

（第10条関係） 遣航空機の運航、航空基地の保守管理等を行うほか、施設、物

品等の実質的な管理を行う。

６ 整備責任者（第 整備責任者は、運航責任者及び安全担当者と連携して隊長を

12条関係） 補佐し、航空機等の整備、格納庫、エプロンその他航空機等の

整備に関する施設及び物品の保守管理等を専門的に行う。

７ 機長の責任と権 ⑴ 「搭乗者」とは、隊員以外の警察職員及び警察職員以外の

限（第17条関係） 者をいう。

⑵ 機長には、航空機の飛行について責任と権限があることか

ら、搭乗者が組織上の幹部であっても、機長に対し飛行に係

る指揮をすることはできない。

８ 警察職員からの ⑴ 航空機の出動を要請する場合の担当窓口は、航空隊企画係

要請 第18条関係 とする。（ ）

⑵ 飛行場以外の場所への離着陸又は低空における特殊飛行等

を伴う要請については国土交通大臣の事前許可が必要である

ため、計画の段階において航空隊と調整を図り、少なくとも

航空機を要請する14日前までに離着陸場所等の図面、運用計

画等の必要書類を航空隊に送付すること。

⑶ 次に掲げる場合は、航空機使用（搭乗）要請書（警察職員

用）及び航空機使用（搭乗）要請書（警察職員以外用）の提

出を必要としない。

ア 警察本部長、方面本部長又は警備部長の指揮により運航

する場合

イ 事件事故発生に伴う初動活動として隊長が出動を命じて

運航する場合

ウ 遭難現場において、被救助者、被保護者又は救助隊を搭

乗させる場合

エ 搭乗者がなく、かつ、計画した警らの範囲内で用務を達

成できる場合

オ 法令に基づく飛行試験又は委託整備に関して警察職員以

外の者が搭乗する場合

カ その他警備部長が要請手続を不要と認めた場合



９ 警察職員以外の 「警察職員以外の者からの要請」とは、北海道の各部局、裁

者からの要請（第 判所、検察庁等の警察活動と密接な関係のある機関・団体、自

19条関係） 衛隊、海上保安庁、消防庁等の航空機を運用する機関・団体等

からの要請をいう。

10 派遣準備の開始 ⑴ 「派遣準備が必要となる事態」とは、大規模な自然災害の

（第21条関係） ほか、火災、爆発、騒乱、重大なテロ等の事態をいう。

⑵ 警察用航空機の運用等に関する規則（昭和37年国家公安委

員会規則第３号）第20条の規定により、長官の指示に基づき

他都府県警察から派遣要請が行われた場合においては、他の

業務に優先して派遣のための準備を行うものとする。

11 事故の報告（第 「発生するおそれのある場合」とは、航空法（昭和27年法律

22条関係） 第231号）第76条の２に規定する事態のほか、警告灯又は注意

灯の表示、異音、異臭その他通常と異なる事態が発生した場合

をいう。

12 機付長（第26条 機付長が行う「整備及び機体の管理」とは、耐空証明検査の

関係） 受検、重要部品の管理その他担当する機体の整備全般をいう。

13 検査員（第27条 検査員が行う「整備作業の最終確認」とは、航空法第19条第

関係） ２項に規定する確認行為を最終的に行うことをいう。

14 整備の種別（第 ⑴ 「普通整備」とは、日々点検並びに航空法施行規則（昭和

28条関係） 27年運輸省令第56号。以下「施行規則」という ）第５条の。

。６に定める保守、軽微な修理及び小修理をいう

⑵ 「定期整備」とは、施行規則第５条の５の整備手順書に記

載された使用時間（長官が当該時間を短縮したときはその時

間）に達したときに行う整備をいう。

⑶ 「特別整備」とは、施行規則第５条の６に定める大修理及

び改造並びに長官が特に指示するところにより行う整備をい

う。

15 定期検査（第29 定期検査は、目視又は関係書類の確認により実施するものと

条関係） する。

16 飛行場外離着陸 ⑴ 隊長は、飛行場外離着陸場の指定に当たっては、関係する

場（第31条関係） 警察署長と事前に協議を行うものとする。

⑵ 飛行場外離着陸場を管轄する警察署長は、その状態の把握

に努め、障害物の設置等により離着陸に支障があると認めた

場合は、遅滞なく隊長に通報するものとする。


